
2023年9月28日

3つの改革で暮らしに希望を
３０年におよぶ経済停滞・暮らしの
困難を打開するために

政治の責任で賃上げと待遇改善をすすめる
人間を大切にする働き方改革
最低賃金１５００円
大企業の内部留保課税で賃上げ促進
非正規ワーカー待遇改善法

……41

消費税減税、社会保障充実、教育費負担軽減
暮らしを支え格差をただす税・財政改革
消費税減税、インボイス中止
「増える年金」「頼れる年金」
学費無償めざし半減、給食費無償化
大軍拡ストップ、大企業・富裕層に応分負担

……7

気候危機打開、エネルギーと食料自給率向上
持続可能な経済社会への改革
省エネ・再エネ推進、脱炭素・原発ゼロ
食料自給率を早急に５０％に
自由化とめ食料主権、価格保障と所得補償

……13

2

3

16

おわりに

「失われた３０年」からの脱却にむけ、
国民的討論と合意を

定）、多国間のＴＰＰ（環太平洋連携協定）などの輸

入自由化路線を見直し、食料主権を回復します。

価格保障・所得補償の充実をはじめ、
農業、酪農、畜産、漁業への支援を抜
本的に強化します

　農業所得に占める政府補助の割合は、ドイツ

77％、フランス64％ですが、日本は30％と半分以

下でしかありません。その一方で農家には「外国産

に対抗できる競争力強化」を迫り、終わりのない規

模拡大・コストカットを強いてきました。

――価格保障、所得補償を抜本的に充実させます。

――経営規模や専業・兼業の別、家族・法人などの

経営形態にかかわらず、農業に関わる多様な人々を

すべて担い手として位置づけ、数多く確保、維持す

ることを農政の最大の目標にします。

――とれる魚種の変化に応じた資材・設備・水揚げ・

加工・輸送などの変更や環境に配慮した養殖など

に、抜本的な支援策を講じます。

環境や生物多様性の保全をあらゆる農
林漁業政策の前提・土台にすえ、再生
可能エネルギーの利用・開発、地産地
消など地域循環型の食料生産などで、
農林漁村の活性化をはかります

――有機農業への支援をはじめ、脱炭素・環境保全

型の農林漁業を振興します。

――農山漁村での再生可能エネルギーの活用を推

進し、ハウスなどの農業施設での化石燃料ゼロ、木

材・バイオマス素材への転換など、生産プロセスの

脱炭素化への取り組みを支援します。

――農地でのソーラーシェアリングや耕作放棄地

での太陽光発電、小水力発電、畜産バイオマス発電、

小規模木質発電、潮力発電などをすすめ、そのため

の農山漁村地域への送配電の設備を整備します。

　日本経済がこの30年にわたって、あらゆる

分野で深刻な停滞と衰退に陥り、国民の暮らし

が困難に直面していることは、誰も否定できな

い事実です。

　「失われた30年」に陥った原因はどこにあ

るのか。どうやったらこの深刻な事態から抜け

出すことができるのか。

　日本共産党は、あらゆる分野で国民とともに

切実な要求実現の運動に取り組むとともに、日

本経済を危機から救う抜本的打開策をつくりあ

げていくための国民的討論を行い、国民的合意

をつくっていくことを強く呼びかけます。

　私たちは、日本共産党の「経済再生プラン」は、

この危機を打開し、暮らしに希望をもたらす方

策を示すものとなっていると確信します。この

提案が、「失われた30年」からの脱却をはか

るための、国民的討論と合意のうえでのたたき

台となることを心から願うものです。
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給が多すぎる」と太陽光発電をカットする事態が広

がるなど、原発は再エネ普及の大きな障害にもなっ

ています。

――原発の再稼働を中止し、稼働中の原発を停止

し、廃炉をすすめます。

――核燃サイクルからただちに撤退します。

――関係者の合意もなく、代替策の真剣な検討もな

いままでの、汚染水（アルプス処理水）の放出を中

止します。

（２）食と農業を守る――食料自給
率の向上は、国民的課題であ
り、世界的な食料危機、飢餓
問題を解決する責任です

　日本農業の危機が急速にすすみ、この10年で農

業者（基幹的農業従事者）は３割も減少し、東京都

に匹敵する面積の農地が失われました。漁業生産量

も、20年で３割以上も減りました。

　日本の食料自給率はカロリーベースで38％と、

異常な水準まで低下しています。肥料・飼料・種

子などを考慮すればさらに自給率は大きく下がりま

す。自給率が異常に低下した日本を、世界的な食

料危機が直撃しています。ロシアのウクライナ侵略

による小麦などの高騰もありますが、より根本的に

は８億3000万人が飢餓状態という世界的な食料不

足、地球規模での食料危機です。

　食と農業を守り、国民が安心できる食料を供給す

ることは政治が最優先で取り組むべき重大な課題の

一つです。

飼料、肥料、資材、燃油をはじめ高騰
を補てんするなどの緊急対策を1兆円
規模で実施します

　急激な円安、物価高騰が、食料供給に重大な被害

をもたらしており、これを補てんする緊急の対策は、

国民の食料を守るためにも必要です。

食料自給率の向上を国政の基本目標に
位置づけ、早急に50％にすることを
目標にします

　岸田政権は、食料・農業・農村基本法の見直し作

業を行い、6月に「食料・農業・農村政策の新たな

展開方向」を発表しましたが、そこでは国内生産力

増大・食料自給率向上の旗すら下ろしてしまいまし

た。社会、経済の基盤である食料自給率向上に真剣

に取り組まないのは「亡国の政治」と言わざるを得

ません。

――食料自給率を早急に50％に引き上げ、60％、

70％へと計画的に引き上げを図ります。

輸入自由化路線から転換し、食料主権
を守り、国内の食料生産を増やします

　過去半世紀にわたり日本は米国の余剰農産物のは

け口とされ、輸入自由化を迫られ続けてきました。

その結果、食料自給率は38％にまで落ち込んでし

まいました。「食料は外国から輸入すればいい」と

いう時代は終わっています。輸入自由化路線との決

別は、国民への安定的な食料供給にとって不可欠で

す。

　国連食糧の権利特別報告者は「WTO農業協定を

段階的に廃止し、新しい食料協定の締結交渉を求め

る」報告書（2020年）を提出するなど、新自由主

義的な貿易自由化が各国で農村の疲弊や農業の危機

をもたらしていることへの反省が国際的にも広がっ

ています。

――ＷＴＯ農業協定や2国間ＥＰＡ（経済連携協
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30年におよぶ経済停滞・暮ら
しの困難に、物価高騰が襲い
かかっている

　物価高騰に暮らしの悲鳴があがっています。今回

の物価高騰がとりわけ国民生活にとって苦しく深刻

な打撃となっているのは、自民党政治のもとで30

年という長期にわたって経済の停滞と衰退――いわ

ば「失われた30年」で、暮らしの困難が続いてい

るところに、物価高騰が襲いかかっていることによ

るものです。

　賃金が上がらない国――日本は、世界でも特異な

「賃金が上がらない国」となっています。実質賃金

は、1991年から2022年にかけて、アメリカは1.48

倍、イギリスは1.46倍、フランスは1.33倍、ドイ

ツは1.30 倍になっていますが、日本は1.03 倍と、

この30年で先進国で唯一、「賃金が上がらない国」

となっています。直近の10年間でみると、実質賃

金は増えるどころか、年間24万円も減ってしまい

ました。1996年のピーク時からだと年間64万円も

減り、30年前の水準にまで落ち込みました。こん

な国は日本だけです。

　重税と貧しい社会保障・教育――消費税は５％か

ら、８％、10％へと14兆円もの大増税が行われま

した。「社会保障のため」との名目で増税したのに、

増税分は富裕層・大企業減税などの穴埋めに消え、

社会保障は、年金、医療、介護などあらゆる分野で

負担増と給付削減が繰り返されました。この30年

ほどの間に、国民年金保険料は２倍、国保料・税（１

人当たり）は1.5倍、介護保険料も２倍にもなりな

がら、年金は10年前に比して実質7.3％も減り、医

療の窓口負担は増え、介護制度も悪くなる一方でし

た。世界有数の高い学費にくわえ無償とされる義務

教育でも給食費など重い教育費の負担が暮らしに

のしかかっています。高学費と貧しい奨学金制度に

よって、若者が背負わされている借金は総額10兆

円にもおよび、30年間で７倍にもなりました。日本

は社会保障や教育への公的支出は先進国で極めて低

い水準です。

　食料・エネルギーが自給できない――食料自給率

は38％と、この30年余で10ポイント近くも下落

しました。エネルギー自給率も10％と先進国で最

低水準です。暮らしと経済の基盤である食料とエネ

ルギーを外国に頼っていることが、ウクライナ侵略

など国際情勢の危機にさいして脆弱な経済にしてし
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まっています。

　長期にわたって経済停滞・暮らしの困難が続き、

経済も生活もへとへとに疲弊しているところに、物

価高騰が襲ってきた。ここにいまの国民生活の苦し

さの特別に深刻な実態があります。暮らしも、経済

も、「良くなる」という希望が見えない、という深刻

な状況、閉塞感を打開する抜本的な方策こそ、いま

求められているのではないでしょうか。

根本に財界の目先の利益優先
の政治のゆがみが

　30年におよぶ経済停滞・暮らしの困難をつくり

だした根本にあるのが、財界の目先の利益優先の政

治です。

　「賃金が上がらない国」にしてしまった最大の原

因は、財界の要求に応じてすすめられた雇用破壊の

政治です。目先の利益拡大の経営にはしる財界の要

求に応えて、労働法制の規制緩和が繰り返され、低

賃金で不安定な非正規雇用で働く人を労働者の４割

にまで広げ、正社員には長時間労働が押しつけられ

ました。その一方で、大企業の内部留保はこの10

年間でも180兆円近くふえ510兆円にも膨れ上が

りました。大企業が利益を増やしても、内部留保に

滞留し、賃上げや下請け単価の上昇などで経済全体

に還流しない構造がつくられてしまっていることが、

日本経済のまともな成長の大きな障害となり、企業

自身にとっても発展の障害になっています。

　財界の税・社会保険料負担軽減の要求に応えて、

大企業・富裕層への減税・優遇税制を拡大する一方

で、消費税大増税が、国民の強い反対の声、景気後

退への大きな危惧を無視して強行されました。消費

税増税が繰り返されるたびに、国民の実質所得が大

きく奪われ、経済と景気は大打撃を受けました。“社

会保障費の増大は企業の利益を減らし経済成長を阻

害する ”という財界の主張をうのみにして、社会保

障費の削減・抑制が政権の「最大の課題」であるか

のようにされ、教育への公的支出も抑制・削減され

てきました。

　財界・大企業の目先の利益が優先され、「食料は

外国から買えばいい」と輸入自由化と農業つぶしを

すすめ、原発と石炭火力を推進する一方で、100％

国産エネルギーである再生可能エネルギーの開発・

活用を後回しにしてきた結果、暮らしと経済の基盤

である食料とエネルギーを外国からの輸入に頼る不

安定な経済社会に落ち込んでしまいました。省エネ

と再エネによる気候危機打開の取り組みも大きく立

ち遅れています。

３つの柱からなる「経済再生
プラン」を提唱する

　こうした現状のもとで、政治に強く求められてい

るのは、物価高騰から暮らしを守る緊急の手だてを

とりながら、30年におよぶ経済停滞・暮らしの困

難を打開する、経済政策の抜本的改革によって、暮

らしに希望がみえる日本経済の再生をはかることで

す。

　そのために日本共産党は、次の３つの柱からなる

「経済再生プラン」を実行することを提唱するもの

です。

1 政治の責任で賃上げと
待遇改善をすすめる
人間を大切にする働き方への改革

2 消費税減税、社会保障充実、
教育費負担軽減
暮らしを支え格差をただす税・財政改革

3 気候危機の打開、エネルギー
と食料自給率向上
持続可能な経済社会への改革
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炭火力からの撤退期限を明示しない国になっていま

す。国連の「気候野心サミット」で岸田首相の演説

が拒否されましたが、日本の脱炭素の取り組みは遅

れ、責任を果たしていないという国際的な評価が下

されているのです。さらに福島で大事故を起こした

原発を「クリーンエネルギー」と称して再稼働・新

設に突き進んでいます。石炭火力や原発に頼るエネ

ルギー政策に固執しているかぎり、省エネ・再エネ

による気候危機打開の取り組みはどんどん遅れてし

まいます。

2030 年度までにCO₂ 排出を 50～
60％削減（10年度比）することを国
の目標にします

――この目標を省エネと再エネを組み合わせて実

行します。エネルギー消費を4割減らし、再生可能

エネルギーで電力の50％をまかなえば60％の削減

は可能です。

――2050年までに、残されたガス火力なども再エ

ネに置き換え、実質ゼロを実現します。

――石炭火力から2030 年までに計画的に撤退し

ます。

再エネ・省エネによるエネルギー自給
率の向上で、経済の持続可能な発展に
つなげます

　再エネは、日本中どの地域にも存在し、潜在量は

電力需要の７倍とされています。輸入価格の高騰が

エネルギー自給率10％の日本経済を翻弄していま

すが、岸田政権は、石炭火力や原発にたよることで、

100％国産のエネルギーである再エネを開発・導入

できるチャンスを逃しています。

――地域が主体となって開発・運営し、住民の合意

と協力で、地域に利益を還元する開発・導入をすす

めます。ゾーニングなどの乱開発防止のルールを

決め、環境保全と両立する再エネの利用を推進しま

す。

――住宅や小規模工場など既存の建物や公共施設、

ソーラーシェアリングなど未利用地への太陽光パ

ネルの設置、住宅・学校をはじめ建物の断熱や省エ

ネの推進、ゼロ・エネルギーの住宅・建物の建設、未

利用熱・地中熱の有効活用などをすすめます。

――CO₂ 排出量が大きい業界、大規模事業所に、

CO₂削減目標と計画、実施状況の公表などを「協定」

にして政府と締結することを義務化します。省エネ

の取り組みを産業、都市・住宅など、あらゆる分野で

すすめます。

――豊富な地域の再エネ資源を全国的にも生かす

ために、大規模・集中的・一方通行型の電力供給シ

ステムから、分散・変動的・広域運用型のシステム

に転換します。そのために送電網の整備、蓄電シス

テムの導入、配送電事業の広域化をすすめます。

原発ゼロの日本に……異質の危険を
もち、最悪の高コストで、「核のゴミ」
を増やし続け、再エネ普及を妨害する
原発だのみをただちにやめます

　岸田政権は、原発推進へと大きくかじを切り、全

国で再稼働をすすめ、設計年数を超えて60年以上

も老朽原発を稼働し続けるとしています。しかし、

原発に「絶対安全」などありえない、とりわけ世界

有数の地震・津波国である日本での原発だのみはで

きない、それが東京電力福島第１原発の大事故の最

大の教訓です。

　福島原発事故は終わっていません。溶け落ちた核

燃料デブリを取り出すこともできず、廃炉のメドも

たたず、地下水が核燃料に接した放射能汚染水が何

十年も発生しつづけます。たまり続ける使用済み核

燃料を安全に処理・処分する方策もないまま、再稼

働・新設を行えば、将来世代に深刻な負担を残しま

す。そして原発は究極の高コストです。原発の発電

コストは再生可能エネルギーの３から４倍で、新規

建設費はフランスなどでは１基1.5～ 2兆円とされ

るほど高騰しています。原発再稼働の一方で、「供
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創出する経済対策は22兆円規模、内部留保課税に

よる中小企業の賃上げ支援や奨学金返済の半額免

除などの緊急対策は18兆円規模という積極予算を

すすめるという提案です (詳細は別項 )。30年間も

の長期にわたる経済の停滞・衰退、「失われた時間」

の大きさからも、それを打開するには、従来型にと

どまらない暮らしと経済を立て直す積極予算が必要

です。

　その財源は財政の民主的改革と応能負担の税制

改革、そして国債の適正な活用でまかないます。こ

れがわが党の持続可能な税・財政改革の提案です。

　大企業・富裕層に応分の負担を求める税制改革

で、国民の暮らしを支える財源をつくります……大

企業・富裕層への優遇税制をただし、中小企業を除

く法人税率を安倍政権以前の28％に戻し、大企業・

富裕層に応分の負担を求める税制改革を行います。

こうした歳入改革によって、年間14.6 兆円の財源

を確保します。

　暮らしも平和も破壊する大軍拡ストップ――暮ら

し優先の歳出改革をすすめます……歳出面では、大

軍拡の中止、大型開発や原発推進予算の見直し、政

党助成金の廃止などで7.4 兆円の財源を確保しま

す。

　歳入・歳出改革とあわせて年間22兆円の財源で、

消費税減税、社会保障拡充、重い教育費負担の軽減、

子育て支援などの施策を実行します。同時に、緊急

対策として、時限的な大企業への内部留保課税によ

る中小企業の賃上げ支援を10兆円規模で行います。

奨学金の返済半減や緊急の物価高騰対策など、一時

的な支出には国債増発による対応も行います。

気候危機の打開、
エネルギーと食料自給率向上
持続可能な経済社会への改革
3

　気候危機、食料危機の打開は、国民の命を守るう

えでも、地球規模での責任を果たすうえでも、避け

て通ることのできない課題です。同時に、気候危機

打開への省エネルギーと再生可能エネルギーの取り

組みも、食料危機打開への食料自給率向上、食料生

産増の取り組みも、新しい需要と雇用を生み出し、

地域の循環型経済の発展をすすめるなど、持続可能

な経済社会へのカギを握っている大切な課題です。

（１）気候危機打開――省エネ・再
エネを推進し、脱炭素・原発
ゼロの日本をつくります

　「地球沸騰化」と言われるまで気候危機は進行し

ています。世界のCO₂排出量の81％は、経済規模

の大きい20の国・地域（G20）が出し、日本は世

界第５位のCO₂排出大国です。「気候正義」の立場

からも日本には大きな責任があります。

　しかし、イギリスやドイツは1990年比でCO₂を

４～５割減らしているにもかかわらず、日本は１割

減にとどまっています。再エネ電力の割合も、英独

がすでに約45％なのに、日本は22％です。この30

年間で、日本は気候危機の対応で完全に「周回遅れ」

となってしまいました。

　ところが岸田政権は、いまだに石炭火力に固執

し、大型石炭火力の建設を続け、先進国で唯一、石

4

　日本共産党が提案する３つの改革は、国民の暮

らしを支えるために緊急に必要なものであると同時

に、長期にわたって暮らしと経済を悪化させてきた

構造的な問題を解決し、希望が見える日本にしてい

く改革です。

　これを実行するためには、どれも大きな抵抗があ

るでしょう。財界・大企業優先の政治で得た「既得

権益」にしがみつく勢力の抵抗と真正面から対決す

る必要があります。財界・大企業からの献金をいっ

さい受け取らず、財界のもうけ優先の政治をもとか

ら変え、国民の立場でがんばりぬける日本共産党な

らではの提案です。

　抵抗をはね返しながら、改革をすすめるためには

国民の世論と運動が不可欠です。日本共産党は、国

会の内外で多くの方々と力を合わせ、共同の輪を広

げて、前にすすめていくために全力をつくします。

政治の責任で賃上げと
待遇改善をすすめる
人間を大切にする働き方への改革
1

　岸田首相は、実質賃金が下がり続けていても「賃

上げを実現した」など恥ずかしげもなく言っていま

す。「賃金が上がらない国」にした政治の責任が厳

しく問われています。長期の賃下げ状態を打ち破る

ためには、従来のやり方から抜け出した大胆な賃上

げ政策が必要です。

（１）物価上昇を上回る賃上げを、
政治の責任であらゆる分野で
すすめます

最低賃金を時給1500円、月額で手取
り20万円程度に引き上げます。その
カギとなる中小企業の賃上げへの直接
支援を10兆円規模で行います

　今年改定された最低賃金は、全国加重平均で時給

1004円、年収では184万円にとどまり、地域の格

差は220円、年収で40万円もの差になります。

　最低賃金でも日本は世界から大きく遅れ、ドイツ

（1923円）、イギリス（1875円）、フランス（1785

円）の５～６割程度で、韓国（1084円）にも抜か

れました。岸田首相は「2030年代半ばに1500円に」

など10年先まで引き延ばす姿勢です。これでは日

本の賃金は、ますます世界から取り残されてしまい

ます。

――中小企業の賃上げへの直接支援を抜本的に強

化して、時給1500円に引き上げます。

――地方格差をなくし、全国一律最賃制を確立しま

す。

大企業の内部留保に時限的に課税し
て、大企業も、中小企業も賃上げを促
進します

　大企業の内部留保は510兆円にもなり、この10

年間で180兆円近くも増えました。利益が増えて

も賃上げに回らず内部留保が積み上がる――このゆ

がんだ構造に切り込み、大企業内部に滞留する巨額

の資金を賃上げで経済に還流する方策をとらなけれ

ば、長期の賃下げと経済停滞を変えることはできま
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せん。

――この10年間に大企業が増やした内部留保額に

対して、毎年2％、5年間の時限的課税で10兆円の

財源をつくり、中小企業の賃上げを支援します。

――大企業の内部留保課税にあたっては、賃上げ

分を控除し、賃上げすれば課税されない仕組みとし

て、大企業自身の賃上げを促進します。

ケア労働者の賃金を国の責任で引き上
げ、待遇を改善します

　国が公定価格や報酬で決めている介護、保育など

のケア労働者の賃金は、全産業平均より「月５万円

以上」も低いとされており、国の責任で「全産業平均」

並みに引き上げます。雇用の正規化、長時間労働の

是正など、労働条件を改善します。

男女の賃金格差を是正し、賃金の底上
げをはかります

　日本のジェンダーギャップ指数は146カ国中125

位と世界でも圧倒的に遅れた国になっています。そ

の大きな要因の一つに、年収で240万円、生涯賃

金では1億円近くもの大きな男女賃金格差がありま

す。

　ILO（国際労働機関）は「ディーセントワーク

（人間らしい労働）の核心はジェンダー平等である」

（2009年総会）と位置づけ、労働者の賃金や権利、

社会保護などのあらゆる労働問題はジェンダー平等

を促進する方向で解決すべきだとしています。

　女性活躍推進法に基づく情報公表制度や有価証

券報告書で企業による男女賃金格差の公表が始まり

ました。ジェンダー平等を求める世論と運動の成果

ですが、格差是正に向けた第一歩です。同一価値労

働同一賃金の原則を徹底し、女性の低賃金をなくし、

男女賃金格差を是正します。

――企業ごとの男女賃金格差の公開を徹底すると

ともに、企業が是正計画を作成・公表し、その履行を

国が指導・督励する仕組みをつくり賃金格差を是

正します。

――同一価値労働同一賃金、均等待遇を労働法で明

文化します。

――間接差別を禁止し、雇用形態による差別や低賃

金の業務に女性の比率が高いことなどについて、是

正措置をとります。　

（２）非正規ワーカー待遇改善法（仮
称）をつくり、待遇改善と正
社員化をすすめます

　雇用破壊の政治が、非正規雇用の労働者を20年

で1.5倍に増やし、働く人の4割を非正規にしてし

まいました。これが低賃金構造を拡大、固定化し、

格差と貧困をひろげ、日本を「賃金が上がらない国」

にしてしまった最大の要因になっています。また、

非正規雇用の７割が女性であり、男女賃金格差の大

きな要因になっており、ジェンダー平等を阻害して

います。

　ヨーロッパでも非正規雇用は増加しましたが、「同

一価値労働同一賃金」「均等待遇」などの労働者保

護をすすめ、待遇改善と格差是正をはかっています。

韓国でも、非正規雇用の問題は後回しにされてきま

したが、2000年代に入り、政治主導で待遇改善を

すすめ、公務労働における非正規から正規への転換

も推進しています。

　EU（欧州連合）や ILO条約などで確立している

国際基準をふまえ、非正規雇用者の労働者としての

権利を守り、企業（雇用主）に雇用責任を果たさせ

る労働法にする必要があります。非正規ワーカーの

待遇を抜本的に改善することは、非正規雇用から正

規雇用への転換をはかるうえでの一番の力にもなり

ます。

非正規ワーカーの待遇改善をはかる国
際基準のルールを確立します

――有期雇用、派遣労働は、臨時的・一時的業務に

12

企業は巨額の利益をあげ、株価高騰と国債ビジネス

によって、富裕層や大銀行、海外投資家にも利益が

もたらされています。

　いまこそ、こうした暮らしを壊し格差を拡大する

税・財政のあり方を抜本的に転換することが必要で

す。

日本共産党の財源提案の基本的な考え
方

　日本共産党の財源提案の基本的な考え方は以下の

とおりです。それは、国民の切実な願いを実現する

財源を生みだすとともに、「暮らしをまもり、格差を

是正する」という税・財政の本来の姿を取り戻す立

場にたったものです。

①コロナ対策や災害対策、物価高騰への緊急策など

をはじめ緊急的・時限的な財源は、国債の発行など

臨機応変な対応が必要です。

②社会保障、教育などの恒久的な制度を拡充するた

めには、税・財政構造の転換によって、持続可能な財

源を確保します。

　安易に借金に頼ったのでは、格差を広げる税・財

政構造を温存することになります。また、政府債務

急増は、激しいインフレを引き起こす危険があり、

過酷な物価高騰で暮らしが破壊される事態は起こし

てはなりません。

③国民にとって積極的かつ健全な財政運営をめざ

します。

　現在の財政状況からすれば、税・財政の改革によっ

て、新たな財源を確保したとしても、政府の借金額

それ自体は増加していくことになります。「借金を減

らす」「財政赤字がたいへん」などを口実に、消費

税を増税したり、社会保障を削減したりする緊縮政

策を行えば、暮らしは破綻し、景気がさらに悪化し

て、その結果、財政危機もいっそう深刻化します。

借金が多少増えても、経済が成長していけば、借金

の重さは軽くなっていきます。国民の暮らしを応援

する積極的な財政支出によって、健全な経済成長を

はかり、そのことをつうじて借金問題も解決してい

く――そうした積極的かつ健全な財政運営をめざす

ことが必要です。

「暮らしをまもり、格差をただす」の
基本原則にたって積極予算を提案しま
す

　日本共産党の提案は、社会保障や教育、消費税減

税など持続的な制度、暮らしを支え、消費と需要を

「日本共産党の経済再生プラン」の対策規模 税財政改革により確保される財源

消費税の５％への減税
賃金・雇用（ケア労働者の賃上げなど）
社会保障（年金引き上げ、国保料軽減、介護の拡充など）
子育て・教育（教育費負担軽減、育児休業補償拡充など）
その他（中小企業・農業・環境）
重複計上分（注）

14兆円
1.9兆円
3.8兆円
4.2兆円
0.8兆円

▲ 2.7兆円

最低賃金引き上げのための中小企業支援
奨学金返済負担の半減
中小企業の過剰債務対策、飼料・資材等の高騰対策

10兆円
5兆円
3兆円

計

計

22兆円

22兆円

9.1兆円

2.3兆円

3.2兆円

7.4兆円

恒
久
的
な
施
策

緊
急
策

項目 恒久的施策分の財源

法人税制の改革
所要財源 財源額

（注）ケア労働者の賃上げ、保育士や教員の定数改善、子ども医療費無料化などが、
　 「賃金・雇用」「社会保障」「子育て・教育」の各項目で重複することの調整分

「緊急策」の財源は、内部留保への課税（５年間で１０兆円）で
最賃引上げ支援の財源、その他は「防衛力強化資金」の取り
崩し、一時的な国債増発などによって確保

大企業優遇の是正、
法人税率を２８％に戻す

所得税等の改革
大株主優遇の是正、

最高税率の引き上げなど

新たな税制の創設
富裕税・為替取引税など

歳出の改革
軍事費・原発推進予算・
政党助成金など
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――高校卒業までの子ども医療費無料化を国の制

度として実施します。

――子育てにかかわる「人」を抜本的に増やします。

教員定数の抜本増をすすめ、長時間過密労働を解消

し、残業代不支給制度を廃止します。教員の働き方

を変えて教員不足を解決します。保育士配置など、

保育の最低基準を改善します。

――一人一人にゆきとどいた教育のため、少人数学

級を抜本的に前進させます。

――子どもの権利条約にそくして、子どもの権利を

尊重します。行き過ぎた競争教育を是正します。

男女ともに家族的責任を果たせる働き
方に改革をはかります

　子育てしにくい社会を変えるためには、賃上げと

長時間労働の解消など「人間を大切にする働き方改

革」が必要です。それとともに、育児休業をはじめ

とした子育て中の労働者とその家族の生活を支え、

権利を守る仕組みを整備する必要があります。

――育児休業中の生活を保障する休業補償を拡充

します。

　女性の育休取得率は９割をこえていますが、男性

はわずか14％であり、その５割超が育休取得期間

は２週間未満です。収入減少への不安が取得できな

い理由の一つになっています。育休中の休業補償は、

１年間は休業前の手取りの所得を補償する水準に引

き上げます。

――子育て中の労働者への残業や転勤の制限など

配慮・規制を行います。

　子育て中の労働者の残業は本人同意を原則としま

す。単身赴任や長時間通勤を伴う転勤は本人が希望

する場合以外は原則禁止します。短時間勤務制度は、

小学校入学前まで延長し、所得補償の制度をつくり

ます。深夜労働の免除も中学校入学前まで請求でき

るようにします。

（４）「暮らしをまもり、格差を是正
する税・財政改革」を 
――日本共産党の財源提案

「暮らしをまもり、格差を是正する」
のが、税・財政の本来の役割です

　税・財政が果たすべき役割は、社会保障や教育

をはじめ、国民の暮らしや営業をまもることと、能

力に応じた税制や社会保障制度による所得の再分配

で、格差の是正をはかることです。

　ところが、政府はこの本来の役割を投げ捨てて、

まったく逆立ちした政策をすすめてきました。消費

税の税収は、今年度までの累計で509兆円にもの

ぼりますが、消費税増税とほぼ同じ期間に法人税や

所得税などは地方税を含めて600兆円も減ってし

まいました。大企業・富裕層への減税と景気悪化に

よる減収です。消費税はその穴埋めに消えてしまっ

たのです。法人税・所得税の税収減と、大手ゼネコ

ンのための大型公共事業や、アメリカいいなりの軍

拡などが重なり、消費税創設後の35年間で、国債

残高は900兆円も増えました。国民に大増税と負

担増を押しつけながら、国の借金も増やしたのが自

民党政治です。

　先進国で最悪の借金財政を支えるため、政府は日

銀に超低金利政策を続けさせ、その結果、金融政策

は行き詰まり、異常円安と物価高騰の一要因となり

国民生活に大きな被害をあたえています。欧米諸国

が「インフレ対策」として、利上げを実施しました

が、日本だけは、借金財政を支えるために超低金利

政策を転換できず、「日米金利差」による円安が急

速に進行しました。歴史的な円安による輸入価格の

高騰が引き金となった物価高騰が暮らしと経済に襲

いかかっても、「利上げ」もできず円安を止める対

策がとれない、お手上げ状態です。その一方で、大

企業や富裕層への減税をはじめ、円安で外需向け大

6

限定します。

　雇用は期間の定めのない直接雇用が大原則で、有

期雇用は合理的理由がある場合に限定するのが国際

基準です。

――期間制限を設け、超えた場合には、正規雇用に

します。

　派遣の受け入れ期間の上限を１年とします。有期

雇用での「無期転換ルール」を厳守させ、違法・脱

法的な解雇・雇い止めをやめさせます。

雇用形態・賃金格差公示制度をつくり、
企業ごとに正規・非正規の構成比と賃
金格差、男女賃金格差を公表するよう
にします

　韓国では、2014年から企業（従業員300 人以

上）に雇用形態の公示を義務づけています。EUで

は、男女賃金格差の公表や、労働者が同等の仕事を

している他の労働者の平均賃金の情報を得る権利な

どを定めた「EU賃金透明性指令」を決定しました。

日本でも、男女の賃金格差の公表が始まりましたが、

企業（常用労働者301人以上）ごとに正規・非正

規の構成比と、雇用形態などによる賃金格差を公表

させる制度をつくります。

国、自治体が率先して非正規雇用の待
遇改善をすすめます

　新自由主義の政治は、「小さな政府」などと「公

共の役割」を縮小・放棄し、公務員削減と非正規職

の増大、業務の民間委託をすすめました。そのもと

で教育、保育、保健、医療などの公的分野でも人間

らしい雇用が壊され、「人手不足」が深刻になって

います。

　地方の非正規公務員は112万人を超え、全職員

の３～4人に1人にまで広がっています。とくに、

国家資格などを有する専門職の分野ほど非正規化

がすすみ、「公立」の図書館職員の73.3％、保育士

の56.9％、消費生活相談員の83％、婦人相談員の

83％が非正規職です。多くが「官製ワーキングプア」

と言われる低賃金・不安定雇用で働いています。公

的分野が率先して非正規雇用の待遇改善を積極的に

すすめるべきです。

――国、自治体などで働く非正規公務員・労働者の

時給をただちに1500円以上に引き上げます。

――岸田政権は「非正規で望む人は正社員に」と

言っています。国、自治体で働く非正規公務員で「望

む人」は正規化する仕組みと財政措置をとり、まず

足元から公約を実行することを求めます。

ギグワーカー、フリーランス、シフト
制労働者などの権利保護のルールをつ
くります

――企業が保険料負担も含めてギグワーカーやフ

リーランスの労災に責任を持つ仕組みをつくるな

ど労災補償を実現・拡充します。

――ギグワーカー、フリーランス、クラウドワー

カーの団結権、団体交渉権、ストライキ権を保障す

るとともに、賃金の最低保障や休業手当の支給など

を制度化します。

――シフト制労働者の権利を守るために、労働契約

に賃金の最低保障額や休業手当を明記させるよう

にします。

（３）「過労死」をうみだすような長
時間労働をなくします

　低賃金の非正規雇用の拡大と同時に、労働時間の

「規制緩和」も繰り返され、長時間・過密労働が強

化されてきました。「過労死」が依然として日本社

会の大問題となっています。長時間労働は、労働者

の健康と命を脅かすとともに、家族的責任を果たす

ことを困難にしています。

――残業時間の上限を「週15時間、月45時間、年

360時間」に規制します。現状は、「特別の事情のあ

る場合」に「月100時間未満」などと「過労死基準」
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を超える残業が容認されていますが、こうした規定

を撤廃し、残業時間の上限を順守させるようにしま

す。連続11時間の勤務間インターバル規制を制度

化します。

――裁量労働制の抜本改善、残業代ゼロ制度（高度

プロフェッショナル制度）の廃止、名ばかり管理職

など、長時間労働の「抜け穴」・脱法行為をなくしま

す。

――「サービス残業」を根絶するために、実労働時

間を正確に把握・記録し、違法が発覚したら残業代

を２倍にします。

（４）職場からハラスメントを一掃
します

　ILOは、労働の世界における暴力とハラスメント

を禁止する法律の制定を各国政府に求める、ハラ

スメントを包括的に禁止する条約を採択しました

（2021年 6月発効）。日本政府がこの条約を批准し、

ハラスメント禁止を法律に明記することを求めま

す。

――ハラスメントを法律で禁止し、働くすべての人

を対象にします。

消費税減税、社会保障充実、
教育費負担軽減
暮らしを支え格差をただす税・財政改革
2

　繰り返されてきた消費税増税は、国民の暮らしを

苦しめ、日本経済を停滞・衰退させる最大の元凶の

一つとなってきました。

　その一方で、社会保障と教育への予算は、国際水

準にてらしてもあまりに貧弱な水準に押し下げられ

てきました。

　日本の社会保障への支出（社会支出）はGDP（国

内総生産）の22.9％にとどまり、ドイツ（28.1％）、

フランス（31.4％）、イタリア（28.7％）、デンマー

ク（30.8％）などの欧州諸国や、「自己責任の国」

と言われるアメリカ（24.1％）よりも低い水準です。

　教育への公的支出も、OECD（経済協力開発機構）

加盟国のなかで比較可能な37カ国中36位と最低

水準です。家族関係社会支出（保育・幼児教育、児

童手当、産前産後の休業補償などの子育て関連の社

会支出）もOECD加盟国のなかで比較可能な35カ

国中25位です。

　このように日本は、社会保障も教育も子育ても、

国民の暮らしを支える公的支出が経済力に比べてあ

まりに低すぎます。それにもかかわらず、国・地方

の借金が先進国で最悪なのは、富裕層・大企業への

行き過ぎた減税や大型開発、軍拡など、税・財政の

あり方がゆがんでいるからです。

　消費税減税、社会保障充実、教育費負担軽減など、

暮らし支え格差をただす税・財政の抜本的改革を行

います。

10

――軽度者・要支援者からの介護サービスの取り

上げを中止し、介護保険の給付の充実を図ります。

保険料・利用料の減免、介護・福祉職員の処遇改善、

ワンオペ夜勤解消など労働条件の改善、特養ホーム

など施設の抜本的増設で、すべての世代が安心でき

る介護制度にします。

――障害者・児の福祉・医療の「応益負担」を撤廃し、

無料にします。教育・就労・年金など障害者・児のあ

らゆる権利を保障します。

生活に困っている人への支援を強化し
ます

――自公政権が行った生活保護費削減を緊急に復

元し、物価高騰に見合った支給水準に引き上げま

す。保護申請の門前払い、扶養照会、自動車の保有や

わずかな預貯金を理由に保護利用を拒む運用など

を改めます。名称を「生活保障制度」に変え、権利性

を明確にし、必要なすべての人が利用できる制度に

改革します。

――「住まいは人権」の立場で、若い世代、高齢者、

低所得者に向けた家賃補助や公的住宅の整備を行

うなど、住居へのセーフティーネットをつくりま

す。

（３）子育て支援を抜本的に拡充し、
男女ともに家族的責任を果た
せる働き方への改革をすすめ
ます

　岸田政権は「異次元の少子化対策」などと言いま

したが、「児童手当の所得制限の撤廃と高校生まの

で支給延長」程度の「低次元」な子育て支援策しか

提示できず、その財源も示せません。

　子どもが生まれる数が減り、人口減少社会になっ

たのは、労働法制の規制緩和による人間らしい雇用

の破壊、教育費をはじめ子育てへの重い経済的負担、

ジェンダー平等の遅れなど、暮らしと権利を破壊す

る政治が、日本を子どもを産み、育てることを困難

な社会にしてしまったからです。

　子どもを産む、産まない、いつ何人産むかを自分

で決めることは、とりわけ女性にとって大切な基本

的人権です。リプロダクティブ・ヘルス＆ライツ（性

と生殖に関する健康と権利）こそ大切にしなければ

なりません。「少子化対策」と称して、個人の尊厳

と権利を軽視し、若い世代、女性に社会的にプレッ

シャーをかけるようなことがあってはなりません。

多様な家族のあり方やシングルなど、どんな生き方

を選択しても個人の尊厳と権利が尊重される社会に

する必要があります。

　同時に、政治のあり方が大きな要因となって、子

どもの数が減り続けることは克服しなければならな

い日本社会の重要な課題です。「対策」をすべきは、

子どもを産み育てることへの困難を大きくした政治

を変えることです。

重い教育費負担の軽減をはじめ子育て
支援を抜本的に強化します

――高等教育の無償化に向け、大学・短大・専門学

校の授業料を国の責任でただちに半額にし、無償化

を計画的にすすめます。他の先進国にはない入学金

制度をなくします。奨学金は、給付制中心に改める

とともに、貸与奨学金の返済を半額に減らします。

――学校給食費を無償化します。憲法26条は義務

教育を無償としており、国の責任で無償化すべきで

す。
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（２）暮らしを支え、権利を保障す
る社会保障を築きます――
“社会保障は経済”を忘れて
はならない

　年金・医療・介護・福祉などの社会保障は、憲法

25条に保障された国民の大切な権利です。同時に、

社会保障は経済の重要な部分を占めています。社会

保障が削減されれば、家計の負担が増え、所得は減

ります。さらに、生活不安・将来不安も増大し、消

費と経済への大きなマイナスとなります。

　ところが、この30～ 40年来、日本の政治はそ

れを繰り返してきました。自民党政治は “社会保障

は企業の税・保険料の負担を増やし、経済の邪魔に

なる ”という財界の言い分に従って、国の社会保障

予算を削り込んできました。その結果は〔表〕のと

おりで、たいへんな負担増が国民に押しつけられま

した。そのことが経済全体に大きな打撃となったこ

とは明らかです。

物価上昇に応じて「増える年金」への
改革、「頼れる年金」制度への改革を
すすめます

――物価高騰のもとで年金の実質目減りが深刻で

す。物価上昇に応じて「増える年金」にします。マク

ロ経済スライドなどの年金削減システムをやめま

す。高額所得者の保険料優遇を見直して新たに1兆

円の財源を確保し、200兆円を超える年金積立金

を計画的に活用して物価上昇に応じた年金額にし

ます。現役世代の賃上げと正社員化をすすめること

により、持続可能な年金財政を確立します。

――公的年金制度のなかに「あらゆる人に最低限

の年金額を保障し、無年金・低年金者をつくらない」

という最低保障の仕組みがないのは、先進国では日

本だけで、国連からも「最低年金を公的年金制度に

導入する」ことが「勧告」されています。低年金の底

上げ、最低保障年金の導入など「頼れる年金」にす

るための改革をすすめます。

健康保険証存続、医療費の負担軽減、
病床削減をやめ医療体制の整備・拡充
をすすめます

――健康保険証の廃止、マイナ保険証への「一本化」

を中止します。

――公費1兆円を投入し、人頭税のようにかかる均

等割・平等割を廃止して、高すぎる国民健康保険料

（税）を抜本的に引き下げます。

――75歳以上の医療費窓口負担の2割への引き

上げを中止し、高すぎる窓口負担の軽減をすすめま

す。

――病床削減と病院統廃合の押しつけをやめ、医

師・看護師を増員して、地域医療の体制を拡充しま

す。

介護保険の改悪をやめさせ、高齢者も
現役世代も安心できる介護・福祉制度
にします

［表］ 社会保障にかかわる負担・給付の変化
国民年金保険料  月8400円（1990年度）⇒ 　月1万6540円（2020年度）

国民健康保険料・税（1人当たり） 年6.2万円（1990年度）⇒　　年9.6万円（2020年度）

介護保険料（1人当たり） 月2911円（2000年度）⇒　　月6014円（2021年度）

健保本人の外来医療費 1割負担（1990年度）⇒ 　3割負担（現在）

75歳以上の外来医療費 1カ月800円（1990年度）⇒　1～3割負担（現在）

介護サービスの利用料 1割負担（2000年度）⇒　 　 1～3割負担（現在）

年金支給額  2013～2023年度（第２次安倍政権以降）で実質7.3％減
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（１）消費税減税、インボイスの中
止、中小企業の過剰債務問題
の解決をすすめます

消費税の廃止をめざし、緊急に５％に
減税します

　物価高騰は食料品をはじめとしてあらゆる分野に

及んでおり、岸田政権の部分的な一時しのぎの対策

だけでは、国民生活を守ることはできません。消費

税を導入し増税を繰り返して、そのたびに国内消費

を冷え込ませてきたことが、30年もの長期にわた

る経済停滞の大きな原因です。

　消費税減税こそ、物価高騰から暮らしを守り、内

需を拡大し、経済を立て直すうえで、最も有効かつ

抜本的な対策です。日本共産党は、最悪の不公平

税制である消費税の廃止をめざして奮闘するととも

に、緊急に５％への引き下げを求めて、幅広い方た

ちとの共同を広げます。

――消費税の廃止をめざし、緊急に５％に引き下げ

ます。

インボイス導入はきっぱり中止します

　いま多くの免税事業者が、取引先からインボイス

登録をするか、消費税相当分の値引きをするかの「悪

魔の二者択一」を迫られています。財務省の試算で

も、免税業者の年間粗利益は平均154万円であり、

課税業者になった場合、15万円もの消費税負担が

生じます。物価高騰のもと、数百万から１千万もの

零細事業者やフリーランスで働く人に深刻な負担増

をもたらし、多数の廃業を生み出す血も涙もない政

治を許してはなりません。

　多くの反対の声にもかかわらず、政府がインボイ

ス導入に固執するのは、消費税大増税へのレールを

敷くためです。税率が15％、20％となれば、いく

つもの段階で複数税率が必要となり、そのための地

ならしとしてインボイスを導入しようとしているの

です。ですから、この問題は、小規模事業者やフリー

ランスのみなさんの問題にとどまらず、すべての国

民にかかわる大問題です。

――インボイス導入はきっぱり中止すべきです。

――消費税を５％に減税すれば、複数税率もなくな

り、政府のインボイス導入の口実もなくなります。

インボイス導入でなく、消費税減税こそ決断すべき

です。

中小企業の過剰債務問題の解決をすす
めます

　物価・原材料の高騰に加えて、過剰債務が中小企

業・小規模事業者の経営に重くのしかかり、“コロ

ナ危機 ”を上回る倒産・廃業が起きる危機を打開す

る必要があります。

――コロナ対応融資（ゼロゼロ融資）を「別枠債務」

にして、事業継続に必要な新規融資が受けられるよ

うにします。

――債務の減免を含めた「中小企業・事業再生ス

キーム」を、より小規模な事業者にも適用できるよ

うにします。

――「地域経済再生給付金」（仮称）を創設し、困難

に直面している中小企業・小規模事業者への直接

支援を行います。

中小企業の価格転嫁対策を強めます

　原材料価格やエネルギー価格などが上昇するな

か、取引先の親会社が転嫁に応じないなど、それを

価格転嫁できずに物価高倒産に追い込まれる中小企

業が増えています。

――下請代金法の罰金引き上げや被害救済の違反

金制度の創設など、下請け企業が価格転嫁できるよ

うにします。


